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1 　電話の史的発展過程
⑴　電話の発明前夜
電話が発明されたのは，1876年にアメリカ人のA. G. ベルによってである。
しかし，それ以降の電話の展開をみる前に，当時の欧米の社会動向を振り返る必要が
ある。世界で最初に産業革命の萌芽をみたのは，18世紀のイギリスにおいてであった。
それまでの農業を中心とし，若干の手工業に支えられてきた産業構造が，この産業革命
によっていっきに工業化を進展させ，紡績や製鉄業をはじめさまざまな分野における大
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きな変革を生ぜしめた。また動力についても，人力や水力から蒸気機関や電力に変わり，
人びとの生活環境は画期的に変化した。この動きは急速に欧米諸国に拡がり，先進国の
間では人やモノの動きが活発な工業化社会が定着していった。
このような社会においては，情報の伝達が大きな意味を持つようになる。新聞界では
1833年に23歳の印刷工であったベンジャミン・デイがニューヨークで『ザ・サン』を創
刊する。これはそれまでのアメリカの多くの新聞が政治・評論中心の政論新聞であった
のに対し，『ザ・サン』はそれらを一切掲載せず，娯楽と報道を中心にした新しいタイ
プの新聞であった。これが都市の中産勤労層に受け入れられ部数を大きく伸ばした。そ
の後，このタイプの新聞，いわゆる大衆新聞が蔟生し，発行部数も激増する。
1835年にはサミュエル・モールスが電信機を発明し1837年に完成させる。1838年には
モールスがイギリス・フランス両国でモールス信号を公開，1843年にはアメリカ政府が
モールスにワシントン・ボルティモア間の電信線敷設を許可する。翌44年にモールス式
電信機によるワシントン・ボルティモア間の通信に成功，『ボルティモア・パトリオッ
ト』紙が初めて電信によるワシントン，ニューヨーク情報を掲載する。1846年には『ボ
ルティモア・サン』がボルティモア回線を使って大統領の対メキシコ開戦のメッセージ
を送信，1848年にはニューヨーク・シカゴ間に電信開通，この年に『トリビューン』『サ
ン』などニューヨークの有力紙 6 紙がAP通信の前身社をつくり，ボストンでヨーロッ
パ情報を集めて配信する。ヨーロッパでも1851年にイギリスとフランス間のドーバー海
峡に海底電線が開通し，イギリスはインドでもカルカッタ・アーグラ間に電信線を敷
設した。また1856年には実業家サライス・フィールドらがイギリス政府にニューファウ
ンド・アイルランド間の海底電線敷設計画を提出，1858年に大西洋海底電線敷設が成り
ヴィクトリア女王の祝電を送るが，その後故障で中断，大西洋海底電線が本格的に開通
するのは1866年になってからであった。この間にもイギリスは1860年にインドとの間で
電信を開通させ，アメリカでは1861年に南北戦争が起こるが，この戦争を通じて電信や
写真の利用が進む。1865年にはイギリスのロイター通信がフランス・アメリカ間海底電
線敷設許可を得，アングロ－アメリカン・テレグラフ社と共同敷設協定を結んだ。この
年にはイギリス・ヨーロッパ・インド電信が開通し，ジュネーヴで国際電信連合が発足
した（小成隆俊，1998）。
このように，産業革命後の社会状況は急速な情報化をもたらし，先進諸国はその植民
地をも巻き込んで，国境，海峡，大洋をこえて緊密な関係を構築していった。そこでの
電気通信の進展は，併行して進んだ鉄道建設とともに大きな役割を果たしたといえる。
⑵　電話の登場
このような社会状況を背景として誕生したのが電話である。1876年にアメリカで
A. G. ベルによって画期的な発明がなされた。電気通信の場合は，メッセージの内容を
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一旦，記号に置き換えて，それを電流の断続によって送信し，受信する場合もその記号
を文字に転換してメッセージのやり取りをするという情報伝達手段である。これに対し
て，電話はメッセージの内容を音声でそのまま相手に送信でき，相手からのメッセージ
の内容も音声で受信できる双方向の利便性の高いメディアであった。
しかし，電話が登場した当時，最も将来性の高い電気通信メディアは電信と考えられ
ており，電話への注目度はあまり高くなかった。1870年代までにより多くの情報をより
速く伝達するために電信技術にもさまざまな改良がなされていた。アルファベットを自
動的に電信化する電信装置や， 1 回線で複数の信号を送信できるシステム，また家庭か
ら電信局に医者や警察，馬車などの手配を依頼できる家庭用簡易電信装置なども開発さ
れていた。ベルが電話を発明した1876年には，アメリカには8,500ヵ所の電信局と21万
マイルをこえる電信線が全国に敷設され，数百におよぶ海底電線が全世界を連結しよう
とされていた。高度に開発が進みつつある電信に対し，雑音が激しく，送信された情報
が記録されない電話の将来性には，期待度が低かったというのが実情であった（吉見俊
哉，2004）。
その後，電話にもさまざまな改良がなされ，その利便性から急速に普及していくが，
電話に対するイメージは電信のイメージに支配され続ける。電話の主な使用目的は緊急
時の情報伝達，すなわち用件中心主義的な業務をスムーズに遂行するというものであり，
電話を通して双方向で情報のやり取り（おしゃべり）をするというものではなく，電信
の延長線上にあるような使用が中心であった。やがてアメリカでは電話会社が家庭用に
も電話を普及させていくが，家庭における電話の使用も迅速な情報伝達の手段としての
ツールとしての役割が主であり，暇なときに誰かとおしゃべりするためのメディアでは
なかった。
⑶　電話による放送
1880年代になると，電話は欧米の大都市を中心に急速に普及していくが，その用途は
今日のような個人間の情報のやり取りとは異なり，有線放送のような娯楽メディアとし
ての使用が注目を集めた。
1881年にパリで開催された国際電気博覧会では，娯楽装置としての電話が人気を博し
た。会場内の展示室にはテアトロフォンとよばれる電話の受話器が並べられ，オペラ座
やテアトロ・フランセでの公演が生中継されていた。参加者たちは受話器を通して，生
の公演の様子を楽しんだ。1890年には，パリの電話会社が市内の劇場での公演の生中継
を契約者に提供し始め，1896年にはイギリスの電話会社が同様に劇場公演の電話による
配信を事業化している。また，これらの都市ではコイン式の電話装置も開発され，多く
の人びとがホテルや繁華街に設置されたコイン式電話にコインを入れて音楽や演劇の一
部を楽しんだ。
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中でもブタペストの電話放送局テレフォン・ヒルモンドは，1893年から第一次世界大
戦後の20年以上にわたり，政治・経済・スポーツなどのニュース，講演，演劇，音楽会，
朗読といった番組を，朝 9 時半から夜11時頃まで 1 日を通して契約者に向けて定時放送
を行った（吉見，2004）。
⑷　交換手から自動交換へ
初期の電話において，重要な役割を担ったのが電話交換手である。当初，電話を電信
の延長線上のメディアと考えていた事業者たちは，電話交換手にそれまで電報を配達し
ていた若い男性たちを配属した。しかし配属された男性たちはいくら電信技術には精通
していても，電話を通しての会話の媒介者としては適格ではなかった。というのは彼ら
にとって何時間も交換台の前で，顧客に対して丁寧な口調で対応を続けるといった作業
は困難なことであった。そうして電話交換手に占める女性の割合が増加していき，やが
てこの職業は女性の職業として定着する。
初期における女性の電話交換手の役割は，地域社会のネットワーカーという側面が大
きかった。電話回線網がそれほど広範でなかった初期の段階では，電話交換手は自分の
カバーする地域の契約者すべての名前と住所，職業，家族構成まで把握していた。一
方，契約者も自分の担当の交換手の名前はもちろん，ある程度の個人情報についての知
識があった。したがって，契約者と交換手の間には，単に電話回線をつなぐだけの関係
ではなく，よりパーソナルな関係が生じていた。こうした関係によって交換手は地域社
会におけるさまざまな情報を得，地域に詳しいネットワーカーとなっていった。契約者
たちは電話相手との会話とともに，交換手を通して地域の情報を得ることを期待してい
た。他方，交換手たちも地域社会の接点として，自分たちの役割を積極的に認識してい
た（吉見，2004）。
以上，みてきた電話の使われ方は，今日私たちが使用している電話とは大きく異なっ
ている。今日の電話というメディアは，極めてプライベートなメディアであり，メッ
セージ内容の秘匿性が重要視される。電話が今日のようなプライベートなパーソナルメ
ディアに変容していったのは，1890年代から1920年代にかけて徐々にであるが，アメリ
カでは1920年代末には今日とほぼ変わらないシステムが構築された。そのシステム化が
はかられた背景についてみることにする。
まずアメリカではベル系列の電話網が，それまでの農村コミュニティに基盤を置く独
立性の強い電話網を統合して，全国を一元的に統括する電話システムを整備していった。
すなわち，それまでの地域的に限定されたシステムから，20世紀の電話産業が目指した
のは，大都市を基盤としつつも，地域をこえて全国をむすぶ国家規模でのシステムで
あった。このシステムが規範としたのが，プライバシーという価値観である。社会生活
は，公的領域と私的領域に区分されねばならず，ここで電話は明確に私的領域に属して
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おり，電話は私的領域と私的領域をむすぶプライベートなメディアとして，機能的に純
化していった。
そうしたなかで，電話交換手たちの業務が標準化され，声が規格化されていく。電話
産業は交換手たちの労働の細部にまで管理システムを規定し，企業内訓練や交換に関す
る諸規則の策定，上司による交換業務の観察を可能にするシステムが導入されていった。
企業の論理からすれば，契約者との接続に要する時間を短縮し利益を上げるためには，
交換手の対応をパターン化し，契約者とのパーソナルな関係や個人的な創意に基づく対
応は徹底的に排除する必要があったのである。このような声の規格化を通じて，交換手
の人格的要素は可能な限り排除され，交換手たちはネットワーカーというよりも，一定
の声のトーンで回線を接続する交換マシーンと化していった。その後，自動交換システ
ムが導入されるようになる（吉見，2004）。
また，電話産業が契約者たちの間に「おしゃべり」を誘発し，これを企業利益につな
げるという発想の転換があった。先にみたように，初期の電話に対する事業家たちのイ
メージは，あくまで電信の補助的存在というものであった。彼らは電話を空間をこえて
家族や友人たちとおしゃべりをするメディアとは考えなかった。しかし1920年代に産業
側は，この認識を全面的に転換し，電話を家庭における社交的なメディアとして大々的
に広告し始めるのである。この背景には，当時自動車や家電製品が大衆消費財として急
速に普及していたことがあげられる（吉見，2004）。これに焦った電話業者たちは，電
話も自動車や家電製品同様に快適な生活を送る上での必需品として広告し，販売しよう
と積極的に動いたのである。
こうして，1920年代末にはアメリカにおいて，今日私たちが使用しているような電話
システムが確立したのである。
2 　日本における電話の導入
⑴　明治期の電信政策
日本に初めて電信機がもたらされたのは，1853（嘉永 6 ）年にアメリカ合衆国大統領
特使として浦賀沖に来航したペリーが翌54（嘉永 7 ）年に日米和親条約の締結を求めて
再来航した際に，徳川将軍家定に献上したのが最初である。横浜に陸揚げされた電信機
は早速実験され，人びとを驚かせた。その後，富国強兵を急ぐ明治政府は，電信の実用
化に積極的に取り組み，1869（明治 2 ）年 8 月に横浜灯明台―神奈川県裁判所間に電信
線を架設して官用通信の実験を行い，同年12月には，公衆利用のための東京―横浜間の
電信線を開通させた。続いて1872（明治 5 ）年には東京―神戸線が開通し，翌年にはそ
れが長崎まで延長され，さらに1874（明治 7 ）年には東京―北海道間の電信線が竣工し
た。こうして全国にわたる電信の縦貫線が完成し，この縦貫線が通過する主要都市のい
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くつかに電信局が設置された。このように電信の実用化に明治政府が性急になったのは，
1 つには，デンマークの大北電信会社（Great Northern Telegraph Co.）の国内電信事
業参入問題に直面し，国内通信主権侵害に危機感を抱いたことを契機としている（藤井
信幸，1998）。
19世紀後半，イギリスは国際通信網の拡充を進め，世界各地で海底ケーブルを敷設し，
東アジアまで進出し始めた。ロシア政府も1860年代にロシアからシベリアに至る電信線
の架設工事を開始した。この電信線は，アラスカを経由してアメリカ大陸にまで延長さ
れるという壮大な計画であったが，実はそれに加えてシベリアからウラジオストックに
至る分岐線の建設も予定されていた。そして1867（慶応 3 ）年にウラジオストックまで
の架設が完成すると，ロシアは同地から日本を経由して中国大陸に達する電信線敷設を
企図した。しかし，海底線敷設の技術的経験に乏しいロシアは，ロシア皇帝も株式に参
加していたデンマークの大北電信会社に，同線の支配権をロシア政府が掌握することを
前提に，アジア・ロシアから日本および中国への海底線敷設の特許を与えたのである。
日本との本格的な交渉は，デンマーク政府特使が行った。デンマーク側は，ロシアはも
とよりドイツ，フランスなどの力も借りて日本に決断を迫り，結局1870（明治 3 ）年に
約定書を締結させ，日本における国際通信の免許とともに長崎―横浜間の海底線敷設権
を獲得した。こうして1871（明治 4 ）年に上海およびウラジオストックからの海底線が
長崎に陸揚げされ，さらに長崎―横浜間の海底線敷設権を得ていた大北電信会社は，国
際線と国内線との接続を図るために，九州から本州を縦断する陸上線の建設を日本政府
に申し入れた。イギリス公使もこの長崎線の開設を督促した。イギリスまでもが後押し
したのは，日本市場の開拓に電信が不可欠であるとの認識を欧米列強が等しく共有して
いたからであろう。しかし，国内通信主権への外国企業からの侵害，およびそれによる
欧米商人の国内市場への進出を恐れた明治政府は，自ら東京―長崎線の架設に着工する
ことを決断せざるを得なかったのである（藤井，1998）。
これは電信線の情報インフラとしての重要性が明治政府に十分理解されていたからで
あろう。東京―長崎線が竣工され大北電信会社の上陸を阻止した後も，明治政府による
電信網の整備は殖産興業政策の一環として急がれた。とくに1870年代末以降は地方の中
小都市からの電信局誘致運動が熱心に展開され，財政不足の明治政府に電信事業への投
資増額が要求された。そのため，受益者負担の原則がサービス業務だけでなく利用施
設の建設にまで適用されるという，これ以後の電信・電話政策の基調が成立するように
なったのである。これにより創業以来電信局数が急増していった。帝国憲法が公布され
た1889（明治22）年には309局が開局し主要都市はもとより，全国各地の中小都市にま
で電信が急速に普及した。その後も開局が激増し， 3 年後の1892（明治25）年には632
局と倍増，明治末年の1912（明治45）年には4,744局におよんだ（藤井，1998）。
明治政府の誕生早々に創業された電信事業は，欧米列強の脅威から日本を守り，国内
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市場の統合化をはかって国際市場に対応できる殖産興業政策の一環として，地方をも巻
き込んで，性急に展開されたのである。
⑵　電話政策の始動
日本に最初に電話機が輸入されたのは，Ａ.Ｇ.ベルが電話を実用化した翌年の1877（明
治10）年である。当初は諸官庁・警察で電話が導入され，民間でも鉱山や港湾などで一
部使用が始まった。しかし，公衆通信としての電話交換の開始は，技術的問題や政府
内部における経営形態についての意見対立などで遅れ，1890（明治23）年になって東京，
横浜両市で加入者197人をもって電話交換業務が開始された。1880年代に国内の諸都市
への普及を終えた電信がさらに農村部にまで拡張されると同時に，電信よりも優れた特
性を持つ電話の普及が精力的に進められた。交換局数と加入者数の推移についてみると，
東京，横浜についで大阪，神戸両市に交換局が開局された1892（明治25）年度に加入者
数は1,500人をこえ，翌年度には約2,700人に急増した。1894（明治27），1895（明治28）
年度は日清戦争のために拡張が中断したが，日清戦争後の1896（明治29）年度には京都，
名古屋両市をはじめ各都市に交換局が設置され，1903（明治36）年度には交換局が46局，
加入者数は約 3 万 5 千人に達した。また日露戦争後には大規模な交換局・加入者数の増
加がはかられ，1912（明治45）年には交換局数は千局をこえ，加入者数も約18万 2 千人
におよんだ（藤井，1998）。
しかし，日清・日露戦争後の 2 度にわたる「戦後経営」とよばれる大規模な富国強兵
政策は政府の財政難をもたらしたため，電信と同様，電話利用施設の建設・普及にも受
益者負担の原則が適用されるようになった。とくに日露戦争後には戦後経営の見直しが
余儀なくなり，財政引き締めが行われた。これにより電話事業では，民間商工業の成長
により増大し続ける電話需要を満たすだけの設備投資資金が確保できずに，明治前期以
上に受益者に負担を課しながら拡張が続けられた。産業化の進展に乗り遅れないよう自
力ででも電話交換に加入しようという需要者の強い要望によってこのような政策がとら
れたが，それでも増え続ける需要に対して供給は不足した。またこの当時，地方への普
及が重視されたため，明治末期に需要が増大した大都市で電話不足が多くなり，都市化
と地方重視政策との間に相克をもたらした（藤井，1998）。
明治時代には地方の諸産業の成長を背景に，受益者負担を利用施設の建設・普及にま
で適用して，全国的な産業化を推進するために電信・電話政策が展開された。このよう
な政策は，都市化が著しくなり大都市が興隆し始める大正期以降も続けられた。第一次
世界大戦前後から商工業の大都市への集中化傾向はさらに強まり，大都市の電話需要を
増大させたが，政府の財政難により電気通信の拡張費は抑制された。しかし新規加入者
の地域配分は地域重視が貫徹された。これは当時，産業化の地域間格差の拡大が社会
的・政治的緊張を高めていたので，地域差を縮小し緊張を緩和させるために政府は地方
電話の史的展開とケータイ文化110
社会学部論叢　第20巻第 2 号2010. 3〔40〕
への積極的な電話政策をはかったと思われる。しかしその結果，大都市の需要充足率は
低水準のまま推移して，自己負担率の高い大都市の電話交換加入希望者は不満を募らせ
た。このような地域利益重視政策と都市化の間の問題の解消要求は政府内外で強くなり，
そこで電話事業の経営形態の改革が逓信省で具体化された。そして1934（昭和 9 ）年，
郵便・電信・電話事業の特別会計への移行という形で問題解決がはかられ，1937（昭和
12）年には拡張費の大幅増額が実現した。しかし，この拡張計画は直後の戦時経済への
移行によって棚上げされ，その課題は戦後に持ちこされることになった（藤井，1998）。
⑶　第二次大戦敗戦後の電話政策
第二次大戦の戦災によって日本は焦土と化し，とくに大都市におけるインフラは壊滅
的な打撃を受けた。このような状況下で，政府は経済復興・自立をはかるために経済成
長の促進を最優先させる経済政策をとった。これにより電話政策も，戦前の産業発展の
地域間不均衡の是正のためという観点から地方への普及に重点を置いた政策から，戦後
は成長拠点とみなされた大都市への電話供給や大都市間の市外線整備に重点が置かれる
ようになった。敗戦直後の電話事業は供給不足が著しく，加入電話のうち1947（昭和
22）年 9 月末までに復旧したのは39％にすぎず，また戦時下に停止されていた新規加入
申し込みが再開されたため積滞 1 ）が急増した。
電話事業の本格的な復興作業が開始されたのは1948（昭和23）年以降である。同年に
「通信復興五ヶ年計画」が策定され，翌1949（昭和24）年度から実施されることとなった。
同時に，この計画をスムーズに実行するために機構改革が行われ，1949（昭和24）年6
月に逓信省の電気通信事業と郵政事業が分割され，電気通信省が発足した。同省は，た
だちに電話の普及状況や需要に関する調査を行った。これによると，加入電話を用途別
に事務用・住宅用に分けると，90％以上が事務用であった。そのうち多かった産業は商
業・製造業・サービス業で全体の 8 割弱を占めていた。この結果から，当時の電話事業
の産業基盤としての位置づけが伺える（藤井，1998）。
「通信復興五ヶ年計画」は，ドッジ・ライン 2 ）の一環として予算が大幅に縮小される
なか実施されたが，その後朝鮮戦争による景気好転によって電話の需要が伸びた。その
ため電気通信省は1951（昭和26）年度から1955（昭和30）年度までの拡張計画を策定し
たが，開始が1953（昭和28）年度に延期されたため，実施は1952（昭和27）年 8 月に電
気通信省に代わって発足した半官半民の日本電信電話公社（以下，電電公社と略す）に
移された。
戦前には市場の要求に反して地方への普及を優先するため一貫して国営形態がとられ
たのに対して，大都市への優先普及に重点が置かれた戦後は，公社形態をとることに
よって設備投資資金の調達が容易になり，事業運営の主体的裁量が大きくなった。この
ような電話政策の転換は，戦前は遅々として進まなかった長距離通信における電信（電
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報）から電話への変換をもたらした。1946（昭和21）年から1964（昭和39）年までの市
外通話時数が19倍以上に伸びているのに対し，電報発信数の伸びは1.3倍にすぎない。
1960年代前半までは経済成長促進という目的から産業基盤の充実が優先され，地方よ
りも投資効率の高い大都市に公共投資の重点が置かれたが，1960年代後半になるとその
政策による弊害が問題とされるようになり，公共投資の地方への分散がはかられるよう
になった。高度経済成長の進展により，1950年代には 8 割以上を占めていた新規加入者
における事務用電話の割合は，1960年代末には 3 割を下回っている。その一方で，住宅
用電話の増加が著しい。明治時代以来，主に産業基盤として普及が進められた電話が，
所得水準の上昇によって生活基盤としての位置づけを与えられるようになったのである。
しかし新規加入の充足率は低く， 4 割を下回っていた。高度成長が供給を上回る需要を
よび起こしたのである。積滞が解消に向かうのは，経済成長が幕を閉じる1970年代であ
り，70年代末には積滞が一掃された。その後，情報通信技術の高度化という新たな課題
が生じて，電電公社の民営化が取りざたされるようになった。そして1985（昭和60）年，
電電公社は日本電信電話株式会社（以下，NTTと略す）となり，電話事業が完全に民
営化されたのである（藤井，1998）。
3 　携帯電話とケータイ文化
⑴　電話のメディア特性
1876年にＡ.Ｇ.ベルによって発明された「電話」は極めて優れた特性を持つメディア
である。それまでの対面での声によるコミュニケーションの範囲を，電線でむすばれた
遠隔地にまで拡大した。しかも双方向で同時に会話のやり取りができるのである。今日
においても，マス・メディアによるコミュニケーションが一方向的であるという批判
が多いなかで，声によるコミュニケーションにおける「空間の制約」を克服した電話は，
私たちの生活にとって不可欠なメディアである。
しかし発明された当初の電話は，雑音が多く記録が残らないために，1835年に実用化
され，またたく間に世界中を席巻した電信に比べて情報伝達手段としては不十分なメ
ディアと捉えられた。その後さまざまな改良が加えられて，会話による情報伝達が双方
向でできる電話の利便性が認められて世界中へ拡散していく。初期の電話の利用は，産
業基盤のインフラ整備のためのコミュニケーション・メディアとして進められた。日本
でも1890（明治23）年から電話事業が始まるが，一般の家庭に電話が普及するのは，高
額な電話債券（電話加入権）3 ）の引き受けなどの問題もあって，高度経済成長末期の
1970年代から1980年にかけてである。屋外には公衆電話も数多く設置された。
日本では電話が一般の家庭に普及し始めた当初，電話は玄関の下駄箱の上に置かれた。
これは 1 つには電話を通してであれ，他人が外部から家庭内に入ってくるのであり，そ
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れは当然玄関とされた。もう 1 つの理由は「呼び出し電話」という使われ方によるもの
である。まだ各家庭に十分に電話が普及していない段階では，電話が引かれていない
家庭では，近所の電話がある家庭にお願いして，緊急時にはそのお宅に電話をかけさせ
てもらい，呼び出してもらうという使われ方である。アパート住まいの学生などの場合，
今とちがって自分専用の電話など持てないのが当然で，大家さんなどにお願いして，実
家や就職先などからの緊急の連絡の際に呼び出してもらい，玄関先で電話を借りて応答
した。今では見なくなったが当時の履歴書には「呼び出し電話」の番号を記入する欄が
設けられていた。
電話が各家庭に普及すると，電話が置かれる場所は家族がよく集まる居間や台所に移
動する。その後，親子電話が登場すると，親機はそのままだが子機が各部屋へと移動し
た。またコードレス・フォンは家のなかを自由に移動するようになった。
このように電話が使われる場所は若干は広がったが，所詮家庭や会社という電話の置
かれている範囲に限定されていた。電話は「空間の制約」は克服したが，「場所の制約」
からは逃れられなかったのである（松田美佐，2008）。
⑵　移動体（モバイル）通信の展開
史上初の移動電話サービスは，電電公社が1979（昭和54）年に東京で開始した自動車
電話サービスである。これは移動する自動車から固定電話に電話をかけたり，逆に会社
や家庭の電話から移動する自動車に電話をかけることができるサービスである。
しかし，その10年前の1968（昭和43）年に東京23区で開始されたポケットベル（以下，
ポケベルと略す）による無線呼び出しサービスに注目する必要がある。ポケベルによる
サービスは当初，営業などで外回りをするビジネスマンに対して，会社から連絡を取る
ためのメディアとして開発され，1980年代に普及する。どこにいるかわからないビジネ
スマンたちに会社から電波を送り，ポケベルが鳴ると彼らは近くの公衆電話から会社に
電話をかけて連絡を取った。当初のポケベルは音のみで相手に連絡を取るように通知す
るもので，通知を受けた側も特定の発信者（会社）に対して電話をかけるという限定的
なものであった。1987（昭和62）年にNTTがディスプレイ型ポケベル（端末の液晶画
面に数字や文字を表示）のサービスを開始すると，ポケベルはそのメディア特性をはじ
め，使用者も利用方法も大きく変えた。ディスプレイ型ポケベルでは，その所有者に
数字でかけてほしい電話番号を知らせることができるようになり，所有者は複数の相手
に自分のポケベル番号を教えることにより，複数の相手の呼び出しに応答することが可
能になった。また数字を使った語呂合わせによる遊びのコミュニケーションが女子中・
高生の間で流行するようになった。1993（平成 5 ）年にポケベルの保証金が値下げされ，
加入時に必要な経費がそれまでの半額程度（8000円前後）になると，ポケベルはビジネ
スマンの営業上の連絡用メディアから，若者たちの間でプライベートな連絡を取るため
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のメディアとして急速に普及するようになる。翌1994（平成 6 ）年に東京テレメッセー
ジがカタカナやアルファベットで文章が送信可能なポケベル端末「Mola（モーラ）」を
発売すると，爆発的人気を博し一時申込みの受付をストップする有様であった。旧郵政
省の電気通信審議会技術審議会は，2010（平成22）年までにポケベルの加入者が3,400
万人に達するであろうと予測した。ちなみにこの年の 3 月末の段階での契約数は669万
人が加入していた（岡田朋之，2004）。1996（平成 8 ）年にはポケベルの高速ページン
グ・サービスが開始され，電子メール，ニュース，株式情報などの情報提供サービスや
グループ呼び出しも可能になった。ポケベルの利用者はこの年がピークになり1,000万
人をこえたが，その後は携帯電話の普及に押されて激減し，NTTドコモは2007（平成
19）年 3 月末をもってサービスを終了した。
このようにポケベルは，電話における「場所の制約」を半分克服したといえる。出先
からでもポケベルで連絡を受けると，公衆電話を利用することによって応答することが
可能になった。また数字や文字によるコミュニケーションや各種の情報提供サービスは，
その後携帯電話に受け継がれていくのである。
携帯電話に話を戻すと，1979（昭和54）年に開始された自動車電話サービスについで，
1985（昭和60）年に車載兼用のショルダー型電話（ショルダー・フォン）が登場する。
しかしこの電話は 3 ㎏と重たく，肩にしょって持ち歩くという意味でショルダー・フォ
ンとよばれ，プライベートなパーソナル・メディアというよりも，事件や事故現場から
の速報が重要なマスコミ関係者や電話線のない工事現場などで共有されるメディアとい
う使われ方が一般的であり，使用料も高額でさほど普及しなかった。
1987（昭和62）年にNTTが携帯電話サービスを開始するが，この時の端末も900gと
重く，月額使用料も 2 万 3 千円と高額であった。1990年代に入ると，携帯電話が急速に
普及し始めるが，これは1985（昭和60）年に電気通信事業の自由化 4 ）により，1987（昭
和62）年以降，多くの新規事業者がこの分野に参入しサービスを開始したことにより競
争が生まれ，その結果としてサービスが向上し，低価格化が実現されたためである。
1991（平成 3 ）年，NTTが220gという軽量のムーバPを発売，翌1992（平成 4 ）年に
は携帯電話事業に特化するためにNTTドコモがNTTから分社して発足する。NTTドコ
モは1993（平成 5 ）年 3 月から首都圏でデジタル携帯電話サービスを開始し，同年10月
には携帯電話の保証金（10万円）を廃止した。1995（平成 7 ）年にはNTTドコモがデ
ジタル携帯電話サービスの全地域社会への導入を完了し，翌1996（平成 8 ）年には100 
gを切った，当時，世界最小・最軽量のデジタル携帯電話P201を発売，200番台端末の
登場とともに機種変更の際のメモリーコピーが販売代理店で可能になった。またDDIセ
ルラーグループ（現au）は携帯電話で利用できる文字メッセージ・サービスを提供す
る。この年末には携帯電話の料金が認可制から届出制になり，携帯電話の新規加入料が
廃止された。1997（平成 9 ）年には，アステル東京（現・東京電話アステル）が着信メ
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ロディ呼出サービス（着メロ）を開始，DDIポケットは簡易テレビ電話機能付端末VP-
210（初のカメラ内蔵型移動電話）を発売，自動車運転中の通話による交通事故の多発
を受けて，NTTドコモが「D（ドライブ）モード」を導入した。またJ-フォン（現ソフ
トバンク）が携帯電話では最初の電子メールサービスとなる「スカイウォーカー」を開
始した。1998（平成10）年には，ツーカーが最初のプリペイド方式の携帯電話サービス
「プリケー」を開始した。1999（平成11）年には，NTTドコモが「i-mode」のサービス
を始め，携帯電話とインターネットが劇的に急接近する。またツーカーは子どもの携帯
電話料金に頭を痛める親の悩みに応えて，一定額をこえると発信できなくなる「リミッ
トプラン」を導入した。アステル東京が和音の着メロサービスを開始，J-フォンは初の
カラー液晶端末を発売した。この年の初めに改正道路交通法で運転中の携帯電話の使用
が禁止された。2000（平成12）年になると，J-フォンが11月に初のデジタルカメラ内蔵
型の携帯電話J-SH04を発売し，翌12月には128音色の着メロが演奏可能な端末を発売し
た。2001（平成13）年には，NTTドコモがJava搭載の携帯電話503iシリーズを発売，J-
フォンは「ムービー写メール」のサービスを開始した。またNTTドコモはW-CDMA（第
3世代携帯電話）によるFOMAのサービスを開始，auはGPS一体型端末による位置情報
を提供するサービスを開始した。2002（平成14）年にはauが「着うた」サービスを開
始し，翌2003（平成15）年にはNTTドコモが呼び出し音に楽曲や効果音を設定できる
サービス「メロディコール」を開始，auは第 3 世代携帯電話での高速パケット通信の
定額制サービス「CDMA1×WIN」を開始，またボーダフォンは日本初のアナログテレ
ビチューナーを搭載した携帯電話「V601N」を発売した（伊藤耕太，2004）。その後も
通信事業各社はさまざまなサービスの開発を展開し続けており，携帯電話は現在も進化
中である。
携帯電話の加入契約数をみると，1993（平成 5 ）年度はまだ約200万台で，国民 1 人
当たりでは 2 ％にも満たない加入率であったが，1994（平成 6 ）年度には433万台と倍
増し，1995（平成7）年度には1,171万台と 1 千万台をこえ，その後も1996（平成 8 ）年
度には2,691万台，1997（平成 9 ）年度には3,826万台，1998（平成10）年度には4,731万
台と急増し，1999（平成11）年度には国民 1 人当たりの加入率も40％をこえた。そして
2007（平成19）年度には 1 億272万台，2008（平成20）年度には 1 億749万台，加入率も
49.2％となり，国民の 2 人に 1 人が携帯電話を所持している状況になった。
この携帯電話の爆発的な普及の背景には，電気通信事業の自由化により多くの新規事
業者が携帯電話事業に参入したことによって，お互いに競合し合うことでさまざまな
サービスが開発されることによって機能が高まるとともに，小型化が進み，また料金体
系が低額化したことがあると考えられる。
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⑶　ケータイという新しいメディアの登場
電話の発明は，対面的・パーソナル・コミュニケーションにおける「空間の制約」を
克服した。今日では世界中に張り巡らされた完全自動交換の電話網を利用することに
よって，いつでも，誰とでも，瞬時にして会話によるコミュニケーションが可能である。
しかしそれは双方ともが電話の設置されている場所からのコミュニケーションという制
約を受ける。親子電話やコードレス電話の開発によって，若干は範囲が広がったといっ
ても限界がある。
この「場所の制約」を克服したのが携帯電話である。携帯電話を所有している者の間
では，いつでも，あらゆる場所からでも会話によるコミュニケーションが可能になっ
た。すなわち双方向コミュニケーション・メディアをパーソナルに所有し，プライベー
トに使用することが可能になったのである。これによって電話のかけ方にも変化が生じ
た。固定電話にかける場合には，相手が出ると「○○さんのお宅ですか」と場所を確認
した上で用件についての会話が始まった。しかし携帯電話の場合は，まず「今どこ」で
ある。今日ほとんどの携帯電話は個人が所有しており，相手を確認する必要はない。変
わってどこの場所にいるかを確認し，会話ができる状態かを確かめることが必要になっ
てきたのである。この「空間と場所の制約」を解消した携帯電話は，音声による会話を
無限に可能にした双方向コミュニケーション・メディアとして極めて優れた存在であり，
私たちの生活に不可欠なメディアになりつつある。
しかし，1987（昭和62）年にNTTよって開始された携帯電話サービスであるが，そ
の後の技術開発によってさまざまな機能が搭載されるようになった。とくに1999（平成
11）年にNTTドコモが「i-mode」のサービスを始めると，携帯電話は急速にそのメディ
ア特性，使用方法，利用者までも大きく変わり始めた。遠隔地にいる相手と会話による
コミュニケーションをとるための，単なる電話ではなく，インターネットにアクセスす
るためのツールであり，時計であり，デジタルカメラであり，ナビゲーターであり，お
財布でもあり，最近ではテレビ電話やテレビまで見ることのできる情報端末でとなった。
そしてよび方も携帯からケータイへと変わった。当初は何となく違和感を覚えたこの呼
称も，今では携帯電話の方が不自然になってきている。
ケータイの機能についてまとめると，次のようなものがあげられる。
●メディア機能
：電話（音声/動画），メール（文字/静止画/動画）/インターネット（文字/音声/静止
画/動画），放送（テレビ/ラジオ），位置情報（環境メディア）
●アクセス機能（電話やインターネットのネットワークにつなぐための機能）
：回線交換/IP，ワイヤレスLAN，ブルートゥース（Bluetooth），赤外線送受信，
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●ネットワークサービス機能
：基礎機能（番号通知，認証，課金，位置情報通知……），着信番号表示，ナビゲー
ション，ゲーム，着メロ/着うた，辞書等々
●端末単独機能
：データベース（電話番号/住所録/スケジュール），時計（目覚まし），骨電動，ステ
レオ表示，バウリンガル，指紋読み取り，カメラ，ゲーム，メモ帳，バーコード
読み取り，アクセサリー（ストラップ……），待ち受け画面編集，懐中電灯，カリ
キュレーター，財布/鍵/定期券（事前処理が必要）
このようにケータイにはさまざまな機能があり，それが単独で用いられる場合もあれ
ば，ネットワーク機能と総合して用いる場合もある。ケータイはさまざまなメッセージ
を発着信可能な携帯機器であり，ケータイの未来は機能的には多様で大きな可能性があ
ると思われるが，私たちの生活に本当に必要な機能はそのうちのどのような機能なので
あろうか（小檜山賢二，2005）。
⑷　ケータイ文化の展開と新たな問題
ケータイのマルチメディア化はさまざまな新しい文化を生み出した。本来の音声メ
ディアとしてだけではなく，文字メディアとしても利用が可能となり，メールがケータ
イ上を飛び交うようになった。ポケベル時代の文字メッセージ交換の経験を経た若者層
が，通話に比べて料金が安く，電話に出られない状態の時でもメッセージを受け取るこ
とのできるメールを多用し始めたのであるが，今日では若者に限らず多くの人たちがこ
の利点に気づき使用したため，今では通話よりメールによるメッセージ交換の方が多く
なっている。またインターネットの機能が使えるようになって，ケータイ上にブログを
開設し，多くの未知の人たちとのメッセージ交換を楽しむことも盛んに行われるように
なった。このようなメール文化を背景として，2004（平成16）年ごろから若者の間で流
行したのがケータイ小説である。誰でもが日記風な小説をケータイのブログに書き込み，
それに多くのケータイ所有者がアクセスして読み，アクセス数の多いブログは活字化さ
れて出版され，テレビや映画で映像化されるようになった。一時はベストセラーの上位
をケータイ小説が独占したこともあった。
またカメラ付きケータイを利用して写真つきのブログの作成や写真の交換も盛んであ
る。1999（平成11）年に登場したカメラ付きケータイは，当初は伸び悩むものの2001（平
成13）年にJ-フォンが「ムービー写メール」という，撮影した写真をメールで送れるサー
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ビスを開始すると急速に普及し，2006（平成18）年には契約数の76.3％を占めるように
なっている。これ以外にも私たちの周りではケータイによる新しい文化が若者を中心に
拡散している。
私たちのコミュニケーションは電話によって「空間の制約」を，そしてケータイに
よって「場所の制約」を克服した。しかしマルチメディアと化して日常生活のなかに深
く入り込み，さまざまな場面で使用されるようになるにしたがって，再び「場所」の問
題が浮上する（松田，2008）。すなわち私的な領域としての場所と，公共の領域として
の場所の問題である。固定電話とちがって，ケータイは場所を選ばずにどこにいてもか
かってくる。それがケータイのメディア特性であり利点でもある。電車内をはじめ病院
や映画館，公会堂での演奏会などは公共の領域としての場所であり，そこでのケータイ
の呼出音や会話が周囲の人びとに迷惑をかけるとして問題になってから久しいが，かつ
てよりもマナーが守られるようにはなったとはいうものの，問題が解決されたとはいえ
ない。
そうしてもう 1 つの大きな問題が匿名性の問題である。インターネットと同様に，
ケータイも発信者の匿名性が高いメディアであり，ケータイによる誹謗中傷や秘密の暴
露などで傷つき，自殺にまで追い込まれる人が後を絶たない。
今後，ケータイはどのように私たちの生活のなかで活用されるのか，多種多様な機能
のうち，どのような機能が実際に利用され，ケータイに必要な機能として定着していく
のだろうか。現段階では，全く予測がつかないというのが実情といえよう。
《注》
1 ）積滞とは，加入を申請しながらも逓信省の予算不足から年度内にそれが果たせずに，翌年
度以降への繰り越しを余儀なくされるもののことである。
2 ）ドッジ・ライン（Dodge Line）とは，1949（昭和24）年 3 月 7 日に日本経済の自立と安定
のために実施された財政金融引き締め政策。インフレ・国内消費抑制と輸出振興が軸。GHQ
経済顧問として来日したデトロイト銀行のジョセフ・ドッジが立案，勧告した。
3 ）1897（明治30）年，逓信省は急増する電話の架設申込みをさばききれなくなったため，架
設申込みの件数を抑える目的で加入登録料として15円の徴収を開始した。これが電話加入権
の始まりである。加入申込登記料制度の設立後も積滞は解消されず，逓信省に必要な資材や
金銭を寄付した者に優先的に電話を開通させる寄付開通制度や，著しく高額な加入申込登録
料を支払う支給開通制度が開始された。1951（昭和26）年，戦災で疲弊した電話拡充に必要
な設備費の不足を補うため，従前の加入申込登録料を電話設備負担金と改称するとともに，
電信電話公債の引き受けを義務化した。その後，1983（昭和58）年に電信電話公債の新規発
行は終了し，民営化されて以来，そのような制度はない。
4 ）電話はユニバーサル・サービスの一環として，日本全国どこでも誰でも利用可能な適切な
料金で，同じサービスが利用できることが求められ，1952（昭和27）年の電電公社成立以降，
まずはその量的な充実がはかられてきた。しかし，インフラがほぼ整備された1970年代末に
電話の史的展開とケータイ文化118
社会学部論叢　第20巻第 2 号2010. 3〔40〕
は，サービスの質的な向上が課題となってくる。料金値下げだけでなく，デジタル化による
データ通信をはじめとした新たなサービス展開が求められるようになったのである。折しも，
アメリカをはじめとした欧米諸国でも電気通信事業の自由化が進められ，国際的な競争力向
上も重視されるようになったことから，1985（昭和60）年，電気通信事業は自由化され，そ
れまで電信電話事業を独占してきた電電公社は民営化され，代わって日本電信電話株式会社
（NTT）が成立，新たに数多くの事業者が電話事業に参入し始めた。これがきっかけとなり，
1990年代半ば以降，携帯電話やインターネットが急速に普及することになる（松田，2008）。
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